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１．はじめに 

我国は成熟社会を迎え、少子高齢化等の社会情勢

からインフラ整備への財源の制約が厳しくなる一方、

ニーズは量の拡大から質の向上へと変化した。国土

形成計画においても、地方分権化により道州制へと

方向性が示されつつあり、地域に見合った計画を行

っていくことが重要となっている。三遠南信地域(愛

知県東三河地域、静岡県遠州地域、長野県南信州地

域を含む県境地域)においても行政域を超えた一体

的な整備を推進しており、効果的な整備を実施する

ために社会経済や土地利用の動向などを考慮した多

面的な評価を行った地域計画が今後さらに必要とさ

れている。 

三遠南信地域は、港湾輸入額で全国屈指の三河港

を有し、臨海部は工業製品を取り扱う企業が多数集

結し、工業用地としての需要が高い。三河港は、こ

れら企業による物流および港を拠点とした遠州地域、

西三河地域の東西両方向へ物流が発生する重要な拠

点である。またこの地域では、東三河地域と遠州地

域を通過する第二東名高速道路、三遠南信自動車道

等の幹線道路の整備が進められており、これら道路

ネットワークの改善が今後この地域に大きな影響をも

たらすと予想される。 

そこで本研究では、三遠南信地域の道路整備を検

討する際に特に重要な要素である物流に着目した道

路整備効果の計測手法の開発を最終目的としている

が、本稿は物流の主体となる企業を業種別に分類し、

道路交通センサスODデータを用いた集計・モデルパ

ラメータ推計により業種による交通行動特性の違い

を明らかにすることを目的とする。 

 
２．対象地域と使用データ 

本研究では、三遠南信地域のうち豊橋市を中心と

した愛知県東三河地域(39 ゾーン)および浜松市を中

心とした遠州地域(37 ゾーン)から構成される三遠地

域と、三河港から発生する東西方向への物流を把握す

るため愛知県尾張・西三河地域(8 ゾーン)および静岡 

 
図 1 対象地域 

 

県西部・中部・東部・賀茂地域(8 ゾーン)を対象地域とす

る(図１参照)。使用データは、平成 11 年度および平成 17
年度道路交通センサス OD 調査データとし、業種別の

交通行動の把握・分析を行うものとする。 

 
３．業種別交通

行動実態 

既存研究では交

通量推計における

分布交通量の推計

は、「乗用車と貨

物車」、「業務目的

交通と私事目的交

通」といった車種

の属性による交通

行動の違いについ

て、佐藤らは貨物

流動 1)・企業機能
2)に、山崎ら 3)は家

計と企業の交通行

動に注目した研究

をおこなっている

が、多くの属性分

類の中でも業務目

的の交通行動は企

業により大きく異

なると考えられる。これは、企業は利潤最大化に基づ

いて行動するが、利潤を規定する要因は、企業によっ

て原料の調達地域や消費地、労働人口分布、地価がそ
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れぞれ異なること

が推測される。こ

の要因の違いは、

企業の目的地選択

や立地選択に影響

し、さらに交通行

動にも影響を与え

ると考えられる。 

以上のことか

ら、ここでは業種

間の交通行動の違

いをゾーン間 OD
分布図(図 2～図

8)を用いて概観す

ると、特に農林漁

業(図 3)、運輸業

(図 8)で大きく異

なることが分かる。 

 

４ ． 業 種 別 OD
分 布 パラメータ

推定 

ここでは企業の

OD 分布が、式(1)
のグラビティモデル

によって表現され

ると仮定し、距離

抵抗を表す関数 f はべき乗型の式(2)と指数型の式

(3)の 2 つを仮定する。この 2 式を比較し、より実績

値に適合する関数形の選定を行うものとした。これ

より、業種別にパラメータ推計を行い業種別の OD 分

布構造の違いを把握する。 

( )ijjiij CfAkGT βα=                          (1) 

( ) γ
ijij CCf =                                (2) 

( ) ( )ijij CCf γexp=                           (3)  

また、式(3)に目的地が県内か県外かのダミー変数 γ'
δij を式(3)右辺の括弧の中に加算することで、県境

を越えるトリップへの抵抗を業種別に見る。ここで、

ｋ,α,β,γ,γ' はパラメータ、Tij はゾーン ij 間の交通量、

Gi は発生量、Aj は集中量、Cij は一般化時間である。 

（１） パラメータ推定方法 

a)線型化重回帰分析 

これは式(1)を対数変換した線形回帰分析を行うも

のであり適用は容易である。しかし、この推定方法は

Tij=0 のデータを除外する必要があることに加え、対数

変換によって交通量の大きなゾーンペアを過小評価す

る傾向があるという問題を有している。 

b) ポアソン回帰分析 

これは a)の推定方法の問題を回避するために用い

る。この推定方法は各 OD の OD 交通量がポアソン分

布に従う確率変数であるとする仮定に基づくもので、

OD 交通量がゼロのデータも推定に用いることができ

ることから、OD 表に多くのゼロを含む場合に有効で

あると考えられる。ポアソン分布の確率変数は式(4)
で表され、尤度関数は式(5)となる。  
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ここで、P(xij)はゾーン ij 間のトリップ数が xij となる確

率、λij はゾーン ij 間の交通量の期待値を表し、λij は式

(1)の Tij に一致する。実際のパラメータ推定では、式

(5)を対数変換した式(6)を用いる。 

( ) ( )∑∑ −+−=
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ijijijij
ij
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５．おわりに 

紙面の都合上、結果は発表にて報告する。 
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図 2 全業種 OD 分布

図 3 農林漁業 OD 分布 
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